
農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

縦を横に結ぶ事業モデル

今，日本中のJAが将来のビジネスモデルを模索しているのではないか。模索している

もののビジョンを描き切れないでいる。大都市部に位置する３つのJAに出かけて気付い

たことがある。期せずして，面談した３人の農協幹部職員は，「将来ビジョンはない。都

市化のなかで組合員組織が立ち行かなくなって経営が行き詰まったら，また合併すること

になろう」（東京），「１県１JAになることで，農外事業融資のノウハウを含めて運用力の

強化が図られるのではないか」（神奈川），「１県１JAになれば，県域レベルで店舗も合理

的に配置できるのではないか」（埼玉）と，理由は異なれど，最終的な“期待”を合併に求

めていた。

日本の他業態を眺めれば，グローバル競争のなかで生き残るために企業は買収・合併に

よる寡占化という大きな潮流のなかで悪戦苦闘している。金融機関においても都銀から信

金に至るまで合併は経営安定化のための重要な選択肢のひとつである。

しかし，人的結合を基本理念とする協同組合にとっては，際限のない合併は命取りにな

りかねない。「もうすでに実態として脱協同組合化が進んでいるのに･･･」という意見もあ

ろうが，変質しても協同組合は協同組合である。

ところで，合併に期待する真意は何であろうか。それは，融資力等の専門性の強化，店

舗などの資源配分の効率化，人材育成の強化などである。

このような専門性の強化と資源配分の最適化について，JAバンクは，合併という手段

だけに頼らず，県連，全国連による機能還元と統制によって，それを実現する努力を続け

てきたし，今後もその努力は続けられよう。

このように，不十分とはいえ，系統の縦割り事業モデルのなかで各事業の専門性の発揮

は工夫されてきたと言える。それでは，協同組合らしさの発揮はどのように工夫されてき

たのであろうか。

それは，JAの現場をおいてほかにない。協同組合らしさの発揮は各JAの創意工夫によ

ってなされてきた。と同時に，矛盾する話ではあるが，JAの現場における創意工夫を阻

害してきたものは前述した商品別縦割り事業モデルそれ自体でもあった。たとえば信用と

共済と不動産あるいは葬祭事業などの部門が分断されている。資産管理相談，遺言・相続

相談などにおいても各部門の連携なくして組合員に十全なサービスを提供することはでき

ない。とくにJAが大規模化すればするほど縦割りの弊害は強くなる。

われわれは商品別縦割り事業モデルの可能性と限界をともに見据える視点が必要であ

る。そのような複眼的アプローチが明日のJAのビジョンを描くうえで欠かせない。縦割

り事業モデルの活用で専門性を強化する一方で，組合員に接する現場では縦を横に結び付

けていく横断的な事業モデルを構築することで，他の金融機関にはない協同組合らしい事

業展開が可能になるし，それは組合員の信頼を得る道でもある。

（（株）農林中金総合研究所取締役調査第一部長　鈴木利徳・すずきとしのり）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

『調査と情報』などの調査研究論文や，『農林

漁業金融統計』から最新の統計データがこの

ホームページからご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2007年４月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・世界市場における木材需給の構造変化と国産材時代

および新生産システムについて

・わが国大手食品メーカーの経営環境の変化と

海外展開の方向

――欧米との比較の観点から――

・野菜輸入の動向と課題

・水産物産地市場の現状と課題

【協同組合】

・個別農協において渉外体制を見直す際の枠組み

・施設の効率化を進めるとともに，人材育成による

組合員サービス高度化を模索するＪＡ鹿児島きもつき

・ＪＡ中野市の新しい担い手戦略の取り組み

【組合金融】

・2006年における個人預貯金の動向

【国内経済金融】

・家計の金融資産選択の変化と金融機関の対応

・個人消費における電子的決済サービスの拡大と

金融機関の対応

――主要国の動向と日本の課題――

・荘内銀行の資産運用アドバイス業務

・Ｍ＆Ａの動向と株式市場への影響

【海外経済金融】

・懸念拡大となるのか，米国サブプライム住宅ローン

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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今月の経済・金融情勢（2007年４月）
「調査と情報」の休刊について（お知らせ）（2007年３月）
2007年度経済見通し（２次ＱＥ後の改訂）（2007/3/12）
2007年度経済見通し（2007/2/22改訂）

「農林漁業金融統計2006年度版」掲載（2007年２月）
日本の農業・地域社会における農協の役割と将来展望
――最近の農協批判に応えて――

（「総研レポート」18調一No.3/2006年５月）


